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社会歯科学会主催 

第１回 歯科保健医療行政関係者のための研修会（歯行研） 

テーマ 

厚生労働省が進めるフレイル対策から歯科の役割を読み解く 

～「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン」と「保健事業と介護予防の一体的見直し」

から今後の歯科の関わりを考える～ 

 

 社会歯科学会（理事長 石井拓男・東京歯科大学短期大学 学長）は、本年度からの新規事業として、

「歯科保健医療行政関係者のための研修会（略称：歯行研）」を開催することになりました。 

 各都道府県、市町村に勤務する行政歯科技術職員及び行政との交渉を担われる歯科医師会・歯科衛生

士会の役員等の関係者に向け、各地域における歯科保健行政の推進に資する情報提供と課題提起を行っ

てまいります。 

 つきましては、第１回歯行研を下記のとおり行いますのでご案内いたします。多くの皆さまのご参加

をお待ちしております。 

  

１ 企画趣旨 

 高齢者の虚弱に着目し、高齢者の特性に応じた各種事業を推進する、いわゆるフレイル対策は、経

済財政運営と改革の基本方針 2016 に盛り込まれ閣議決定されました。 

 厚生労働省では、平成 30 年 3 月に「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン」を定めると

ともに、後期高齢者医療広域連合が実施する保健事業と市町村が実施する介護予防事業についてもそ

の一体的な実施に向けて今後の方向性をとりまとめたところです（2018 年内にとりまとめ予定）。 

 歯科界においても、オーラルフレイルの概念を日本老年歯科医学会や日本歯科医師会が提唱し、そ

の関心は高いものの、保健事業や歯科医療がどのような役割分担を行い取り組んでいくべきなのか、

今後さらなる検討が必要となってきます。 

 そこで、国の最新動向をキャッチアップし地域での効果的な展開に繋げていくため、関係者が集ま

り、この問題に関する現状認識と今後の方策についての議論を行うものです。 

  

２ 日 時 2019 年２月９日（土）10:30～12:30 

 

３ 場 所 東京歯科大学水道橋校舎 本館 13 階 第 1 講義室（東京都千代田区神田三崎町 2-9-18） 

 

４ 対象者 

 １）歯科保健行政担当者 

 ２）歯科医師会及び歯科衛生士会担当役員 

 ３）社会歯科学会会員 

 ４）その他、本研修会に参加を希望する者 
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５ 参加費 

  資料代として１，０００円（ただし社会歯科学会会員は５００円） 

   当日、会場受付にて申し受けます。 

現金と引き換えに領収書兼参加証明書を発行いたします。 

請求書払い、銀行振込みには対応いたしませんので、ご了承ください。 

   

６ プログラム（予定） 

 

キックオフセミナー 社会歯科学会理事長 石井拓男 

高齢社会への対応として次々に法律制定・改定がなされ、多くの事業が実施主体を

市町村とされてきております。市町村にあまねく歯科医師・歯科衛生士が配置されて

いない我が国では、歯科保健への対応に多くの知恵と行動が必要となっています。 

保健師を中核とした公衆衛生活動においても、国の各種縦割り計画の多大な業務に

苦慮していますが、歯科はさらにマンパワーの問題で、1 人で何役もこなさなくてはな

りません。歯科医師会が行政に成り代わってという例は、歴史的にも我が国の風土と

なっています。 

高齢者への施策に歯科としての役割を果たすには、従来とは異なった視点と対応が

必要です。厚労省から出された「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン」と

「保健事業と介護予防の一体的見直し」は、歯科保健医療関係者の立ち位置を見直す

のに良い課題となっています。ここから歯行研を始めることは、まさに時宜を得たも

のと思います。 

 

話題提供１ 厚生労働省が検討しているフレイル対策について（仮題） 

～高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドラインの概要と高齢者の保健 

事業と介護予防の一体的な実施に関する有識者会議から～ 

厚生労働省保険局高齢者医療課 課長補佐 小森 康広 

 

 話題提供２ 日本歯科医師会が考えるオーラルフレイル対策のこれから（仮題） 

公益社団法人 日本歯科医師会 常任理事 小玉 剛 

社会歯科学会副理事長、高齢者の保健事業と介護予防の 

一体的な実施に関する有識者会議構成員 

 

話題提供３ フレイル対策・介護予防事業に口腔の取組をいかに位置付けていくか 

～都道府県・市町村の行政歯科技術職員に期待される役割～ 

札幌市保健福祉局保健所 母子保健・歯科保健担当部長 秋野 憲一 

                  社会歯科学会理事、元厚生労働省老健局医療・介護連携技術推進官 
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７ 参加申し込み方法 

・ 社会歯科学会のホームーページに掲載している「申し込みフォーム」からお申込みください。 

・ 申し込み期限 2019 年 2 月 6 日（水） 

 

 

                       歯科保健医療行政関係者のための研修会（歯行研） 世話人 

                              代表世話人 秋野 憲一（札幌市保健福祉局） 

                                    井下 英二（滋賀県衛生科学センター） 

                                    矢澤 正人（東京都新宿区健康部） 

                                    遠藤 浩正（埼玉県東松山保健所） 

 

 

問い合わせ・申し込み先 

社会歯科学会 事務局 

   〒103-0004 東京都中央区東日本橋2-28-4 日本橋CETビル2階 

   ヘルスケアリサーチ株式会社内 

   メールアドレス info@socialdentistry.net 

   ＨＰアドレス https://www.socialdentistry.net/  

 


